仕様書
１　委託業務名
原子力リサイクルビジネス参入促進業務・「クリアランス制度」理解促進業務委託
２　委託期間

契約締結日から令和８年３月３１日（火）まで
３　業務目的
本県では令和２年３月に、嶺南地域を中心として、原子力をはじめ再エネを含む様々なエネルギーを活用した地域経済の活性化やまちづくりを目指すことにより、人・企業・技術・資金が集まるエリアの形成を目指す「嶺南Ｅコースト計画」を策定した。本計画の基本戦略Ⅱでは、県内の発電所から発生するクリアランス相当物の集中処理を事業の中心とした原子力リサイクルビジネスの検討を進めているところである。

原子力リサイクルビジネスを進めるにあたっては、地元企業の参加意欲の向上や、本事業およびクリアランス制度に対する住民の理解促進が重要であり、令和３年度より、地元企業と地域住民をそれぞれ対象としたステークホルダーグループ（以下「SHG」という。）を設け、理解促進を図ってきた。
本業務では、クリアランス集中処理事業における地元企業の参加形態について調査・検討を行うとともに、地元企業で構成するSHGを開催し、事業実施に必要となる人材の確保・育成を目的としたOJTの実施等を行う。
また、地元住民で構成するSHGを開催し、理解促進や公衆受容等の観点からクリアランス物の再利用先の拡大可能性について意見交換を行うとともに、地域住民主体で県民向けのクリアランス制度普及活動やクリアランス製品の企画・製作・設置を行う。
４　業務内容
（１）参入促進業務

受託者は上記の業務目的を踏まえ、次の業務を行うこと。
１）地元企業の参入促進業務

① 地元企業の参入促進に向けた調査業務
・原子力リサイクルビジネスへの参画を希望する地元企業の業務への関わり方について、電力事業者等にヒアリングを行い、調査・整理する。

・地元企業のOJTの方向性および引受け先の調査・検討を実施する。
② 地元企業SHGの開催
・SHGを開催し、集中処理事業への地元企業の参加形態等について議論し、地元企業の意見を収集する。
※SHG参加企業からの意見収集については、必要に応じてアンケートやヒアリング等の手法も活用し、その調査結果は速やかに分析し、企業連合体への参入促進に係る課題等を整理して、発注者に報告すること。
・希望する業務ごとに分かれて、SHGを開催し、それぞれの業務について、理解を深めてもらうとともに、参入障壁の解決に取り組む。
③ 情報提供・意見交換型会の開催
・地元企業の理解促進のため、原子力リサイクルビジネスの現状について、情報提供を行い、意見交換を行う。
※開催時期については、嶺南の商工会議所・商工会等と調整し、発注者の了解を得て決定すること。
２）地域住民の理解促進業務（SHGの開催）
・嶺南６市町の地域住民および県内の高校生を対象に、原子力リサイクルビジネス、クリアランス制度やクリアランス製品についての理解促進を目的とするSHG（１市町につき１グループ、高校生は嶺南と嶺北でそれぞれ１グループ）を開催する。
※SHGの参加者構成については、令和６年度の参加者に対してさらなる理解促進を図るとともに、コアメンバーとして主体的に参画してもらえるよう働きかけること。また、クリアランス制度やクリアランス物の再利用についての理解が広まるよう新規メンバーの参加促進について工夫すること。
※SHGの開催方法、参加者および開催時期については、嶺南各市町等との調整を踏まえ、発注者の了解を得て決定すること。
３）クリアランス制度の理解促進業務
①クリアランス金属再利用の消費材への活用実証
・クリアランス金属の再利用について、県民のさらなる理解を得るため、消費材への活用を実施する。
※製作にあたっては、クリアランス制度の社会定着・理解促進のため、県民や学生が参加するワークショップの開催等により、デザインや設置方法等に県民や学生の意見を取り入れること。
※製造後は、製造に携わった県民や学生、その家族や知人に対して、モニターとなって使用してもらうよう検討すること。
②クリアランス再利用のアップサイクル 

・デザイン等の要素を加え、新たな価値を加えるアップサイクルされたクリアランス再利用製品の製造を行う。
※製品の設置後は、当該製品に使用した金属のクリアランスを行った事業者等との調整を行い、トレーサビリティの確保を行うこと。
※県内の公共施設など多くの人に視認される場所に設置すること。

※設置にあたっては、クリアランス金属を活用した製品である旨を示すサイン等も併せて設置すること。

（３）調査に関する報告（報告書等の作成を含む）

受託者は、業務内容の実施結果等について、報告書を作成し、打合せ等の形式により報告すること。
・最終報告は令和８年３月３１日（火）までに行うこと。

・その他随時発注者から報告を求めることがある。

５　成果品の提出
1 報告書（概要版および詳細版、Ａ４版・２部）

2 上記のデータを格納した電磁的記録媒体（ＣＤ－Ｒ等）

６　留意事項
業務実施に当たっては、発注者と必要な協議および打合せを十分行い、その指示に従って業務を進めるものとする。
